
2広報にっこう

　市は、市民の皆さんが住宅の耐震化を行うための耐震診断や耐震改修、耐震シェルター設置などの費用の
一部を助成しています。さらに今年度から、住宅の建替え（耐震建替え）の費用の一部を助成し、住宅の耐
震化を応援します。

くわしくは　建築住宅課　建築指導係　☎︎ 21-5197
図 1：住宅耐震化の流れ

住んでいる住宅の耐震性に不安がある方。まずは、建築住宅課にご相談ください。

市補助の対象にはなりませんが、専門家に耐震診断をしてもらう
ことをお勧めします。

耐震アドバイザー派遣制度
県の認定を受けた建築士（耐震アドバイザー）と市職員が自宅に
伺い相談に応じます。費用は無料です。市にお申し込みください。

耐震診断費用の目安（補強計画を含む）
面  積 耐震診断費用 補  助  額 自己負担額
150㎡ 15万〜20万円 費用の３分の２以内の額

で上限額10万円 ５万〜10万円

※耐震診断費用は、面積や図面の有無などにより金額が異なります

▶︎古い家を解体して新
　しい家を建てる
▶子ども世帯に建て替
　えを任せ、建て替え
　た後は同居する

▶家全体を耐震改修
▶リフォーム工事と併せて工事

▶高額な耐震改修工事は困難
▶最低限の安全性は確保したい（１階部分
　だけの補強、耐震シェルター設置など）

ステップ１

建て替える 住み続ける

❖耐震改修工事
耐震改修が必要であると判断された住宅を、耐震
改修工事により地震に対する安全性を確保する
❖シェルター補強
命を守る最低限の対策として、耐震シェルターや
防災ベッドを設置する
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建物は昭和56年５
月31日以前に建て
られましたか？

耐震診断を
希望しますか？

耐震診断

木造住宅の建替えによる
　　　　　　耐震化を応援します

耐震診断の結果、補強の必要があると判断された場合は、例えばこんな計画に補助
制度を利用できます。

ステップ２

新制度 !
❖耐震建替え
耐震診断の結果、耐震改修が必要であ
ると判断された住宅を解体し、建て替
え前の住宅と同一敷地内に新たに一戸
建て住宅を新築する
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補助を受けることができる対象：市内にある木造住宅で、昭和56年５月31日以前に着工または完成した地上
　　　　　　　　　　　　　　　階数が２階建て以下のもの
▶原則として、申請した年度内に完了報告できるものが対象です。耐震建替えを行う場合は、事業期間が長
　くなることが予想されます。耐震診断を行う前に必ず市に相談してください。
▶補助金を申請する前に工事（業務）に着手（契約や解体、確認申請などの手続きを含む）したものは対象とな
　りません。
▶この他にも要件がありますので、お問い合わせください。

※耐震診断の結果、補強の必要がない場合は、①〜③の補助は対象となりません
◉その他の住宅関連助成制度
住宅リフォーム等助成制度…市に登録した市内業者によるリフォーム工事などの費用の一部を助成します
転入者住宅取得補助制度…45歳以下の方が、市外から転入して市内に住宅を新築または中古住宅を購入
　　　　　　　　　　　　した場合の費用の一部を助成します

誰でもできるわが家の耐震診断
○監修国土交通省
○編集（一財）日本建築防災協会

　住宅の所有者が自ら診断する
ことにより、耐震に関する意識
の向上・耐震知識の習得ができ
るよう配慮されており、技術者
によるより専門的な診断へつな
げられるよう作成されています。

木造住宅の耐震改修の費用
耐震改修ってどのくらいか
かるの？
編集（一財）日本建築防災協会

　住宅の耐震性に関心があ
る方に、住宅の耐震改修工
事にかかる大まかな金額を
把握してもらうための資料
です。

耐震診断の結果
補強の必要があ
ると判断

耐震改修　　　　　 補強設計・監理
補助限度額90万円＋補助限度額10万円＝補助限度額100万円
耐震改修工事により地震に対する安全性を確保する場合の耐震
改修工事費用の２分の１以内の額と耐震補強設計・工事監理費
用の３分の２以内の額を補助します

シェルター補強　補助限度額30万円
命を守る最低限の対策として、１階部分の寝室などに耐震シェ
ルターや防災ベッドを設置する費用の２分の１以内の額を助成
します

耐震建替え　　　　 設計・監理
補助限度額90万円＋補助限度額10万円＝補助限度額100万円
耐震診断の結果、耐震改修が必要であると判断された住宅を解
体し、同一敷地内に新たに一戸建て住宅を新築する方に建て替
え前の住宅の耐震改修費用相当分の２分の１以内の額と、耐震
補強設計・工事監理費用の３分の２以内の額を助成します

解体　補助限度額15万円または20万円
耐震建替えに伴う解体の費用の一部を助成します
※住宅リフォーム等助成制度の要件を満たす場合に該当になります

パンフレットの紹介…以下のパンフレットは建築住宅課の窓口または（一財）日本防災協会のホーム　
　　　　　　　　　　ページ（http://www.kenchiku-bosai.or.jp）でご覧ください。
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耐震診断
補助限度額10万円

（補強計画策定を
含む）
耐震診断と補強計
画の費用の３分の
２以内の額を助成
します

新制度 !

図 2：耐震制度の助成
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